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○設立の認証申請を行う場合のフロー 

   

こ
申 請 者 

設立総会 

申請書類の作成 

申  請 受理 

所轄庁 

公表 

一般 

縦覧書類 
・定   款 

・役 員 名 簿 
 （役員の住所又は居所に係る

記載部分を除いたもの） 

・設立趣旨書 

・事業計画書 

・活動予算書 

閲覧書類（法人事務所に 

おいて閲覧できる書類） 
①定   款 

②役 員 名 簿 

③登記に関する書類の写し 

④設立時の財産目録 

⑤事業計画書 

⑥活動予算書 

⑦認証に関する書類の写し 

⑧登記事項証明書 
※①②⑦⑧については所轄庁に

おいて閲覧可能 

※②について、所轄庁及び認定

NPO 法人においては役員の住所

又は居所に係る記載部分を除

いたもの 

縦
覧
期
間
２
週
間 

 

１
カ
月
以
内 

認 証 

 

設立登記 
(法務局) 

 

登記完了届出書 

（添付書類） 

・設立時の財産目録 

・登記事項証明書 

届出 

２週間以内 

軽微な補正 

 
認証・不認証

の決定 通知 

(注)設立の認証後、設立の登記を行うことで法人が成立します。 

設立登記をするまでは「特定非営利活動法人」ではありません。 

※必須ではありませんが、スムーズな事務処理のため所轄庁への事前相談 

をお勧めしています。 
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○設立の認証申請を行う場合に提出する書類 

（１）設立認証申請時に提出する書類 

提出書類のリスト 参照ページ 

設立認証申請書（様式第１号） １９ 

定款 ２０ 

役員名簿 ３８ 

役員就任承諾及び誓約書の写し ３９ 

役員の住所又は居所を証する書面（注 2） ― 

社員のうち 10人以上の者の名簿 ４１ 

団体確認書 ４２ 

設立趣旨書 ４３ 

設立についての意思の決定を証する議事録の写し ４４ 

設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 ４６ 

設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 ５０ 

（注 1）提出部数は、全て１部です。 

（注 2）住民票の写し（コピーは不可）や海外居住者については各国政府が発行する住民票に類する書面がこ

れに該当します（条例 2）。 

住民票については、個人番号（マイナンバー）の記載のないものを提出してください。また、所轄

庁による住民基本台帳ネットワークでの確認も可能ですので、同ネットワークの利用を望まない方を

除き、提出を省略することができます。 

なお、各国政府が発行する住民票に類する書面については、翻訳者を明らかにした訳文を添付して

いただくこととなっています（規則 2②）。 

（２）法人成立後の届出書類一覧 

提出書類のリスト 参照ページ 

設立（合併）登記完了届出書（様式第２号） ５２ 

登記事項証明書 ― 

設立の時の財産目録（注 1） ５３ 

（注 1）財産目録は設立登記にも必要な書類です。登記申請用、所轄庁提出用、事務所公開用の３通の作成

が必要になります。 


